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東京自動車部品商協同組合 

令和７年度における事業計画書 

令和７年（2025）３月１日～令和８年（2026）２月28日まで 

 

 

今期の重点取組事項 

 

（１）組合員の増強 

組合の共同購買事業は、2022 年度以降は順調に伸びており、2023 年度は年商 2 億円を突破し、2024

年度も対前年比７％の増で 2 億 1360 万円となった。しかし、組合員数は 2021 年度は１社が資金繰りに

窮して破産し、2022 年度には１社が廃業を選択して組合から退会した。2023 年度は組合員どうしの合併

で 1 社が退会したが、新たに 1 社が加盟した。2024 年度は１社が廃業した（業務は組合員の 1 社に吸

収）。これにより 2024 年度末の組合員数は１９社となっている。 

 

年度 共同購買実績 増減 増減金額 組合員数 

2019 181,910,184 103% ¥4,637,062 22 

2020 173,756,632 96% ¥-8,153,552 22 

2021 165,448,639 95% ¥-8,307,993 21 

2022 184,185,645 111% ¥18,737,006 20 

2023 200,428,551 109% ¥16,242,906 20 

2024 213,607,551 107% ¥13,179,000 19 

 

組合員の減少に比例して出資金は減少している。これは手元資金（現金＆預金）の減少を意味してい

る。経済活動の伸長により組合の月次の支払い額は最大で 2000 万円に達しているが、現有の出資金は

６７５万円で、運転資金が足りない状況である。 

あわせて会費（賦課金）収入も減少する。組合員数が 26 社の時は年間 312 万円であったが、2014 年

度は 228 万円と 27％も減少している。2024 年度の組合総収入の中で賦課金の比率は 36％である。 

しかし、2023 年に 12 年ぶりに新規加盟した組合員は、すぐに組合活動にも馴染み 2024 年度からは経

済委員に就任している。今年度は同様に「当組合の事業方針に賛同頂ける新会員」の加盟加促進を図

っていく。 

組合収入    単位：万円 

年度 賦課金 手数料 合計 賦課金比率 

2020 264 288 552 48% 

2021 252 341 593 42% 

2022 240 297 537 45% 

2023 235 389 624 38% 

2024 228 403 631 36% 
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<勧誘方針> 

地域部品商は東京のアフターマーケットにおいてLast One Mail(顧客にモノやサービスを届け

る最後の区間)のデリバリーを担当する重要な役割を果たしているが、今後「配送料の要求」「仕

切り価格の見直し」など、大手取引先から無理難題が要求される事が考えられる。 

組合が長年取組んできた大手取引先との交渉の成果について強調し「一緒に交渉しませんか」

と勧誘する。経済事業についても東京市場のニーズの適切な把握が重要であり、市場にマッチし

た新規商材の開発と拡販について中心になって取組んで頂ける東京市場を熟知したメンバーの参

加を求める。 

 

（２）共同購買計算センター（経理部門）の独立 

 組合の共同購買事業が安定して年商２億円を超える時代が到来する中で、独立した部門を作り

請求・集金・支払などの作業を一括して実施する。 

併せて組合の経理部門も新組織に移動させる。これにより事務局は、組合への入会促進、渉外

事業に対する業務に集中できる。 

 一方で、経済委員会、運営委員会、渉外委員会、青年委員会は、年間予算を作成して。その執

行は各委員長が実施する。予算は前年の執行額により暫定的に決め、中間で見直す。 

 

（３）青年部会の活動開始 

 当組合の前身である東京都自動車部品商組合では２００１年７月に青年経営研究会を設立し、活発な

活動を推進して来た。現在、この青年部会のメンバーの多くは各社の代表者に就任している。 

  組合の次世代のリーダーの役割を果たす 30 代、40 代のメンバーで構成する新しい青年部会を立ち

上げる。代表者の後継者だけでなく、拠点展開型の組合員の営業所からもホープ級、エース級の若手社

員も参加してもらう。 

  ２０２３年の 6 月に準備会を開催した。２０２４年は会合を 1 回実施した。本年は具体的な活動に入る。

自動車の整備業界が大きく変わる時期なので、様々な勉強会や見学会を実施して、今後の自動車部品

商経営の方向性について調査・検討する。 

  また、将来的な課題として、以下のテーマも研究して頂く。 

（１） 共同配送 

（２） 見積の有料化 

（３） 部品配送の有料化 
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各事業部門について 

 

◎経済事業（共同購買） 

 

組合の経済事業の目的はリサイクル部品やタイヤ販売、高品質・付加価値オイルなど新事業分

野の開拓ではあるが、品揃えをしただけでは市場に定着して行かない。今後、重要なのは販売方

法（売込み方法、売伸ばしのノウハウ）である。 

重要なのはマーケティングである。今期は経済委員会を中心に。この分野の研究を進めていく。市

場は大きく変化している。地域部品商として「今後、どのような商品、どのようなサービスで提供すべきか」

について、仕入先、販売先の整備工場へのヒアリング等により分析して、経済委員会で考察する。 

 

販売目標について 

2025年度の組合の共同購買の目標は対前年度比２％増の２億1760万円とする。手数料は410万

円を目標とする。昨年度、伸長したタイヤについて実態を分析して拡販を目指す。 

     単位：円  

商材 2023 2024 伸長率 2025 年計画 

リサイクル

部品 

空調用リビルト部品 70,879,733 80,538,043 114% 80,000,000 99% 

リビルト電装品 35,418,220 31,950,158 90% 32,000,000 100% 

リビルトターボ 2,416,700 1,643,102 68% 2,000,000 122% 

中古部品 37,065,994 33,249,282 90% 34,000,000 102% 

計 145,780,647 147,380,585 101% 148,000,000 100% 

タイヤ（国産・海外） 32,338,515 42,722,838 132% 45,000,000 105% 

消耗部品・交換部品 16,463,334 16,435,919 100% 17,000,000 103% 

オイル・ケミカル 2,802,967 3,599,512 128% 4,000,000 111% 

中元・歳暮用品 3,043,088 3,468,697 114% 3,600,000 104% 

合計 200,428,551 213,607,551 107% 217,600,000 102% 

 

販売キャンペーンの実施 

主要商品であるリサイクル部品、タイヤのキャンペーンを実施する。島原素麺の夏季、冬季キ

ャンペーン（2017年から開始）は今年で８年目になるが継続して実施する。 

ダイハツ東京販売の組合員限定の特価キャンペーンは2019年開始で、今年で６年目。昨年より

開始されたスズキ自販東京とのキャンペーン。さらに本年はいすゞ自動車首都圏とのキャンペー

ンも企画する。 

 

経済活動優秀店表彰の実施 

 表彰基準は経済委員会で策定し夏季懇親の会場にて表彰式を実施する。 
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○経済委員会の定期開催（年６回） 

○共同購入速報の定期発行(年12回） 

○商品拡販のための説明会、各種セミナーの実施 

 

◎渉外事業 

 

配送料問題への対応  

運送コストの上昇を理由に、過去に負担を強いられたことがなかった補修部品についても「部品商が配

送料の一部を負担する」事が求められるようになった。多方面から商品を仕入れている中小・零細規模の

地域部品商にとっては死活的な問題である。１社でも了解した場合は全メーカーが同じ条件で求めて来

る。マツダパーツの配送費負担問題は、2020年１１月より始まり、未だに合意が得られない。中小企業等

協同組合法第9条の2の2の規定により行政庁（東京都）に対して調停を申告したが、２回の調停を経て不

成立となった。現在、組合は東京都に対して中小企業組合法に基づく審査請求を行っている。この推移

を見守りたい。 

本年はマツダ以外のメーカーからも配送費問題が発生すると思われる。この対応に注力していく。 

 

渉外委員会  

昨年度に引き続き渉外委員会により合議制にて事業を推進する。交渉の経緯及び経過報告につ

いては「東部協ニュース」にて告知し、必要があれば臨時総会を開催して組合内の意見交換の上

に決議する。また、過去の交渉の成果を生かしつつ、純正部品の仕入先との相互理解の促進を図

るため、相手方の外販担当者と定期的かつ継続的な懇談会・情報交換会が実施できるよう働き掛

けを継続する。 

 

◎教育及び情報提供に関する事業 

 

講習会・研修会の開催 

 東京のアフターマーケットは大きく変化しており、その実態を把握する必要がある。エンジン

オイル、タイヤ、バッテリー等の基本的な商材の動向を把握する事が重要である。 

今後も、様々な商品分野で、このような「現場で役立つ」セミナーを開催したい。セミナーは動画に記

録して、組合員専門のホームページで視聴できるようにする。 

 

組合員専門の新ホームページの開設及び会員専用のオープン・チャットを開設 

 組合の公式ホームページ（Official site）は２０２１年の10月よりドメイン取得、レンタルサーバーと契約し

て構築を開始した。２０２２年８月に、それまで稼働していた旧ホームページを閉鎖して、新ホームページ

で組合の事業を対外的に広報している。 

  本年度はこれに加えて「組合員専用のホームページ（対内的な広報と情報交換が目的）」を構築する。

組合員専用のホームページは組合員（会社）の代表者、幹部社員、支店長及び従業員のみが閲覧でき

るものとし、組合員のみに知らせる東部協IDとログイン・パスワードにて入場して閲覧出来る。 
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 ＜サイトの内容＞ 

（１） 共同購買の認定仕入先各社の部屋を作り 

・会社概要＆最新ニュース 

・商品カタログ、販売促進資料 

・価格表＆ＦＡＸ注文票 ・・・・をダウンロード可能な状態で掲載する。これにより、組合員の本社のみ

ならず、営業所でも注文がやりやすくなる。 

（２） 組合の定期発行の文書はホームページ内にＰＤＦを置きダウンロード可能とする。これによりメールに

ＰＤＦの添付を減らしていく（セキュリティの確保）。 

・東部協ニュース 

・共同購入月報 

（３） 組合員専門のオープン・チャットの開設 

組合員であれば利用できるオープン・チャットで情報交換が可能。ＬＩＮＥのオープン・チャットである

が組合員企業名と氏名で登録し入場できる。（ニックネームは不可）。 

 

◎福利厚生に関する事業 

  

組合員間の交流を深めるための懇親会の開催 

中小企業等協同組合法の第一条に協同組合とは「相互扶助の精神に基づき協同して事業を行う

ために必要な組織」と定められている。この協同組合に不可欠な「相互扶助の精神」を育成する

ため、当組合は「事業としての懇親会」を毎年、継続して実施している。 

 

 組合設立以降、定期的に実施しているのは以下の3つである 

〇通常総会開催後の懇親会 

〇夏季懇親会 経済活動優秀店表彰式併催 

〇忘年会  

 本年度も年間3回の懇親会を開催する。 

 

組合員に対する慶弔見舞、組合員に対する災害見舞                    

 

 

 

以上 


